
令和６年６月２６日成田市規則第５０号 

 

   成田市新規就農者等就農支援補助金交付規則 

 

 （目的） 

第１条 この規則は，認定就農者及び親元就農者（以下「新規就農者等」とい

う。）に対し，農業経営に要する経費の一部を予算の範囲内において補助す

ることにより，市内における新規就農者等の営農の定着及び農業経営の円滑

な継承を促進し，もって農業者の育成及び確保を図ることを目的とする。 

 （用語の意義） 

第２条 この規則において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 認定就農者 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下

「法」という。）第１４条の４第１項の規定により青年等就農計画の認定

を受けた者をいう。 

(2) 親元就農者 市内で農業経営を営む三親等内の親族（農業経営を営む者

として市長が定めるものに限る。以下「親族経営者」という。）から当該

農業経営の全部又は一部について承継又は譲受けをし，かつ，当該農業経

営を開始した日から起算して５年以内の者（当該農業経営に係る経営体の

主たる経営者である場合に限る。）であって，次に掲げるものをいう。 

ア 法第４条第１項第１号に規定する農用地（農業経営の用に供するため

の主たる農用地が市内にある場合に限る。以下「農用地」という。）に

係る所有権又は利用権を有する者 

イ 農用地に係る所有権又は利用権を有する法人であって，当該法人の役

員その他これに相当する者（以下「役員等」という。）のうちに農業経

営を開始した日から起算して５年以上の者がいないもの 

(3) 就農 農業経営の開始又は農業への就業をいう。 

(4) 住宅等 住宅（個人が居宅の用に供するために使用するものに限る。）

又は事務所（法人が農業経営の用に供するために使用するものに限る。）

をいう。 

(5) 住宅等取得費 就農に伴い市内において新たに住宅等の取得に要した費

用をいう。ただし，次に掲げるものを除く。 

ア 土地の購入に係る費用 

イ 借入金の手数料 

ウ ア及びイに掲げるもののほか，市長が適当でないと認める費用 

(6) 住宅等リフォーム費用 就農に伴い市内において実施した住宅等の改修

に要した費用であって，当該住宅等の機能の維持又は向上を図るための修



繕，増築，改築，設備の更新等に要したものをいう。ただし，次に掲げる

ものを除く。 

ア 門，フェンス，植栽その他の住宅等の外構に係る費用 

イ 冷暖房機，洗濯機その他の家電の購入及び設置に係る費用 

ウ ア及びイに掲げるもののほか，市長が適当でないと認める費用 

(7) 住宅等賃借費 就農に伴い市内において住宅等の賃借に要した費用（住

宅等の賃料であって，当該賃料の最初の支払日から起算して１年以内のも

の（農業経営を開始した日から起算して５年を超える部分を除く。）に限

る。）をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 新規就農者等就農支援補助金（以下「補助金」という。）の交付を受

けることができる者は，新規就農者等であって，次の各号のいずれにも該当

ものとする。 

(1) 個人にあっては本市に居住し，かつ，本市の住民基本台帳に記録され，

法人にあっては市内に本店を有している者であること。 

(2) 個人にあっては農業経営を開始した日において５０歳未満の者，法人に

あっては農業経営を開始した日において５０歳未満の者が役員等の過半数

を占める場合であること。 

(3) 市税を滞納していないこと。 

(4) 補助金の交付を受けた日の属する年度（当該日が１月１日から３月３１

日までの間にあっては，当該日の属する年度の翌年度）の初日から起算し

て５年間本市において営農を継続すること。 

(5) 第６条第１項の規定による交付の決定を受けていないこと（第５条第２

項の場合において，第６条第１項の規定による交付の決定を受けるときを

除く。）。 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，次に掲

げるものとする。ただし，国等から給付金等の交付を受けている経費に係る

ものは，除くものとする。 

(1) 就農に係る生産出荷及び加工販売等を行うために必要な機械，施

設及び資材の取得又は賃借等に要する経費（割賦契約又はリース契約

（以下「割賦契約等」という。）により支出される経費にあっては，当該

経費の最初の支払日から起算して１年以内のもの（農業経営を開始した日

から起算して５年を超える部分を除く。）に限る。） 

(2) 住宅等取得費，住宅等リフォーム費用及び住宅等賃借費に係る経費 

２ 補助金の額は，補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（その額に   

１，０００円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）の合計額とし，



４０万円を上限とする。 

３ 補助金の額は，補助金の交付を受ける二以上の者が農業経営に係る同一の

経営体に属する者である場合において，当該二以上の者のそれぞれが補助金

の交付を受けようとするときであっても，当該経営体につき４０万円を上限

とする。 

 （交付の申請等） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は，新規就農者等就農支援補助金交

付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて，市長に申請しなけ

ればならない。ただし，市長は，公簿等により確認することができるときは，

第１号から第３号まで，第６号及び第７号に掲げる書類を省略させることが

できる。 

(1) 個人にあっては住民票の写し，法人にあっては登記事項証明書及び定款

並びに役員等の住民票の写し 

(2) 市税の納付状況を確認できる書類 

(3) 農用地に係る登記事項証明書（農用地の利用権を有する場合にあっては，

当該利用権を証する書類及び農地法（昭和２７年法律第２２９号）第３条

第１項の規定により農業委員会の許可を受けたことを証する書類その他の

市長が定める書類の写し） 

(4) 農業経営を開始したことを証する書類（法人の場合にあっては，当該法

人の役員等に係るもの） 

(5) 補助対象経費に係る見積書又はその写し 

(6) 認定就農者にあっては，法第１４条の４第１項の規定により青年等就農

計画の認定を受けたことを証する書類 

(7) 親元就農者にあっては，親族経営者から農業経営の全部又は一部につい

て承継又は譲受けをしたことを証する書類及び親族経営者との関係を証す

る戸籍謄本等 

(8) 割賦契約等又は住宅等賃借費に係る契約の場合にあっては，これらの契

約書の写し 

(9) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類等 

２ 割賦契約等により支出される経費又は住宅等賃借費に係る経費について補

助金の交付を受けようとする者で，次条の規定により初めて交付の決定を受

けたものの次年度以降の場合における前項本文の規定による申請は，当該申

請をもって，当該申請に係る実績の報告があったものとみなす。この場合に

おいて，市長は，公簿等により確認することができるときは，同項第１号か

ら第８号までに掲げる書類を省略させることができる。 

 （交付の決定等） 

第６条 市長は，前条第１項本文の規定による申請があったときは，その内容



を審査し，補助金の交付の可否を決定し，新規就農者等就農支援補助金交付

決定・却下通知書（別記第２号様式）により当該申請をした者に通知するも

のとする。 

２ 前条第２項の場合にあっては，前項の規定による通知をもって，当該申請

に係る確定の通知を行ったものとみなす。 

 （変更の申請） 

第７条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定

者」という。）は，補助金の内容を変更しようとするときは，速やかに新規

就農者等就農支援補助金変更申請書（別記第３号様式）に第５条第１項各号

に掲げる書類等のうち変更に係るものを添えて，市長に申請しなければなら

ない。 

 （変更の決定） 

第８条 市長は，前条の規定による申請があったときは，その内容を審査し，

変更の可否を決定し，新規就農者等就農支援補助金変更決定・却下通知書

（別記第４号様式）により当該申請をした交付決定者に通知するものとする。 

 （交付の条件） 

第９条 市長は，補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めると

きは，条件を付することができる。 

２ 交付決定者（第５条第２項の場合において，第６条第１項の規定による交

付の決定を受けるときを除く。）は，補助金の交付を受けた日の属する年度

（当該日が１月１日から３月３１日までの間にあっては，当該日の属する年

度の翌年度）の初日から起算して５年間，就農状況報告書（別記第５号様

式）を毎年２月末日までに市長に提出しなければならない。 

 （実績の報告） 

第１０条 交付決定者は，補助対象経費の支払が完了したときは，速やかに新

規就農者等就農支援補助金実績報告書（別記第６号様式）に次に掲げる書類

等を添えて，市長に報告しなければならない。 

(1) 補助対象経費の内訳が記載された領収書又はその写し 

(2) 補助対象経費に係る契約書の写し 

(3) 第４条第１項第１号の規定に該当する場合にあっては,同号に該当する

ことが確認できる写真 

(4) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類等 

 （確定の通知） 

第１１条 市長は，前条の規定による報告があったときは，その内容を審査し，

適当であると認めるときは，交付すべき補助金の額を確定し，新規就農者等

就農支援補助金確定通知書（別記第７号様式）により当該報告をした交付決

定者に通知するものとする。 



 （交付の請求） 

第１２条 第６条第２項に規定する通知又は前条の規定による通知を受けた交

付決定者は，補助金の交付を受けようとするときは，新規就農者等就農支援

補助金交付請求書（別記第８号様式）により市長に請求しなければならない。 

 （概算払） 

第１３条 交付決定者は，補助対象経費を支払うため，市長が特に必要と認め

るときは，補助金の全部又は一部を概算払により交付を請求することができ

る。 

２ 交付決定者は，前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは，

新規就農者等就農支援補助金概算払請求書（別記第９号様式）にその理由を

添えて，市長に請求しなければならない。 

 （交付決定の取消し等） 

第１４条 市長は，交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは，補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3) 第１６条の規定に違反して財産の処分をしたとき。 

２ 市長は，前項の規定による取消しをしたときは，当該取消しを受けた者に

通知するものとする。 

３ 前各項の規定は，第６条第２項又は第１１条の規定により交付すべき補助

金の額を確定した後においても適用する。 

 （返還） 

第１５条 市長は，前条第１項の規定による取消しをした場合において，当該

取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは，その返還を命

ずるものとする。 

２ 市長は，補助金の額を確定した場合において，既にその額を超える補助金

が交付されているときは，その超える額の返還を命ずるものとする。 

 （財産処分の制限） 

第１６条 交付決定者は，補助金の交付により取得し，又は効用を増加した財

産を，市長の承認を受けずに，当該補助金の交付の目的に反して使用し，譲

渡し，交換し，貸し付け，若しくは担保に供し，又は取り壊し，若しくは廃

棄してはならない。ただし，交付決定者が交付された補助金の全部に相当す

る金額を市に納付した場合並びに補助金の交付の目的及び当該財産の耐用年

数を勘案して市長が定める期間を経過した場合は，この限りでない。 

 （確認等） 

第１７条 市長は，補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると

認めるときは，交付決定者に対して報告を求め，又は帳簿書類その他の物件



に関し説明を求めることができる。 

 （委任） 

第１８条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この規則は，公布の日から施行する。 

 

［別記様式 略］ 


